
福岡市

福岡市では
他職種を対象とした研修を平成２６年度より年2回実施し、また、障がい者等地域

生活支援協議会区部会においても、医師やアウトリーチを行っている医療機関職員
からの講話、事例検討などを行い、知識・問題点・目標の共有を図っています。

共働！

平成28年度 精神障害者の地域移行担当者等会議「事前課題」シート
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○○県又は政令市

福岡市

圏域数 １カ所

人口（H28.5.1現在推計人口） 1,548,568人

精神科病院の数 ２３病院

精神科病床数 3,9６3床（平成2７年度末）

入院精神障害者数
（H26.6月入院者）

3か月未満：７４３人（２１％）

３か月以上１年未満：５９８人（１７％）

１年以上：２，１５４人（６１％）

退院率
（H26.6月入院者）

入院後３か月時点：５３．４％

入院後１年時点：８９．９％

相談支援事業所数
（H28.６.1時点）

一般相談事業所数：１４

特定相談事業所数：９９

障害福祉サービスの
利用状況
（H2７年度支給決定者数）

地域移行支援サービス：５人

地域定着支援サービス：１２人

保健所 ７カ所

障がい者等地域生活支援協議会
（平成27年度）

全体会 ２回／年

相談支援部会 １２回／年

精神保健福祉審議会 福岡市保健福祉審議会

基本情報
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１１ 県又は政令市の基礎情報県又は政令市の基礎情報

取組内容

・地域援助事業者、市内医療機関・退院後生活環境

相談員、行政職員等を対象に研修会を実施。

・地域移行について先駆的な病院のヒアリングを実施。

・障がい者等地域生活支援協議会区部会において、医師や

アウトリーチを行っている医療機関職員からの講話、

事例検討などを実施。

福岡市



22 精神障害者の地域移行推進のための取組概要精神障害者の地域移行推進のための取組概要

福岡市
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研修の実績（福岡市精神保健福祉センターが主催）
○平成２６年度
（第１回）平成26年８月１日
「平成26年度改正精神保健福祉法に関する従事者研修」
参加者：医療機関，地域援助事業者，行政等 126人

（第２回）平成27年２月２日
講話「地域移行支援の実際～事例を通してみえるもの～」等
参加者：地域援助事業者、市内医療機関・退院後生活環境相談員、行政職員等
109名



福岡市

４

22 精神障害者の地域移行推進のための取組概要精神障害者の地域移行推進のための取組概要

○平成２７年度
（第１回）平成27年９月10日
講話「在宅で使える障がい福祉サービスの概要」等

参加者：地域援助事業者、市内医療機関・退院後生活環境相談員、行政職員
等 72名

（第２回）平成28年３月１日実施予定
講話「長期入院者の地域移行支援について」等

対象者：地域援助事業者、市内医療機関・退院後生活環境相談員、行政職員
等約100人



福岡市
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３３ 精神障害者の地域移行推進のための取組経緯精神障害者の地域移行推進のための取組経緯

（平成２６年度）
地域移行について、先進的な取り組みを行っている病院を市職員・基幹相談支援セ

ンター職員が平成２７年３月１７日に訪問。現状及び実施する中での苦労、問題点等
を聴取し、研修等の参考とした。



福岡市
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３３ 精神障害者の地域移行推進のための取組経緯精神障害者の地域移行推進のための取組経緯

（平成２７年度）
630調査の分析等による実態把握を進めるとともに、各区保健所においては、

障がい者等地域生活支援協議会区部会のネットワーク会議や心のケア連絡会で主
に以下の取り組みを実施した。
・病院医師による講話
・アウトリーチを行っている医療機関による講話
・事例紹介、事例検討
・「地域で暮らすためには」をテーマとするリレートークやシンポジウム



市内に既に先駆的取り組みをしている精神科病院があり，モデルケース構築に有益である。

福岡市

特徴（強み）

７

中核的人材の育成，普及

課題

４４ 精神障害者の地域移行推進における強みと課題精神障害者の地域移行推進における強みと課題



福岡市

次期（月） 実施内容 担当

平成28年度上
旬

平成28年度中
旬～下旬

平成28年度下
旬

・６３０調査のデータ分析（保健予防課）
・精神科病院実地指導時の調査項目検討
（保健予防課）

・精神科病院実地指導時に地域移行の現状等を把握（保健予防課）

・他職種向けの研修会実施（精神保健福祉センター・保健予防課・障がい者在
宅支援課等）

・市内各病院の現状等の整理、次年度以降の取り組みの検討（保健予防課・精
神保健福祉センター・各区保健所等）

・既存データを活用して、地域移行に
ついての現状を把握する。

・病院実地指導の際に、地域移行の
取り組みの内容、阻害要因等を

効率的に把握するため、調査票等の
検討を行う。

・上記実態調査の結果のほか、これま
でに実施した研修の振り返りなど
を基に内容を決定する。

８

他職種間の連携の推進

今年度の目標

５５ 精神障害者の地域移行推進のための本年度のスケジュール精神障害者の地域移行推進のための本年度のスケジュール


